



「CANPANのブランディングプロモーション、公益組織（学会）の基盤支援に関する実証
1．業務内容
a. ウェブサイト「CANPAN」を活用した日本の公益活動支援
b. 公益組織（学会）の基盤支援に関する実証的な調査研究事業
c. NPOの資金的な基盤整備に関する実証的な調査研究事
d. 企業等との連携に関する調査研究事業
2. 実施内容
a.ウェブサイト「CANPAN]を活用した日本の公益活動支援
日本財団から委託を受け、日本財団が実施するウェブサイト「CANPAN]の運営及び、ウェブサイト改善のサポートを行った。ウェブサイトの改善について管理画面の機能改修など43件の提案とサポートを行い、より使いやすいサイトとした。

NPOなどの公益活動団体の情報発信プラットフォームとして、団体情報データベースやブログなど、以下に示す通り活用され、社会貢献活動の基盤となる仕組みを提供した。
アクセス数については、これまで個人でブログを利用していたユーザーがSNS等に移行したと思われ、記事投稿数が減少し全体としてのサイト訪問者数は減少（前年度比10％減）傾向にあるが、団体情報データベースについてはアクセス数が大幅な増加傾向にあった。

＜ウェブサイト「CANPAN」のアクセス数＞

	全体
	2012年度
	2013年度
	増減（％）

	サイト訪問者
	72万人/月
	65万人/月
	10％減

	ページ閲覧数
	221万PV/月
	206万PV/月
	7％減

	団体情報DB
	2012年度
	2013年度
	増減（％）

	サイト訪問者
	6万人/月
	12万人/月
	100％増

	ページ閲覧数
	15万人/月
	22万人/月
	47％増


	＜ウェブサイト「CANPAN」の各種登録数＞

	2012年度
	2013年度
	増減（％）

	ユーザー数
	32,537人
	36,543人
	12％増

	団体登録数
	12,949団体
	12,739団体
	2％減

	ブログ数
	10,037ブログ
	10,428ブログ
	4％増

	ブログ記事数
	10,733記事/月
	9,791記事/月
	9％減


ウェブサイト「CANPAN」のデータベースについて、NPO支援を行っている地域の中間支援組織や企業・団体を対象にシステム連携の機能提供や公開データ活用の許可を行い、NPO情報を広く活用・普及していくための支援を行った。

＜CANPANサイト活用地域＞　17地域

北海道、宮城県、栃木県、千葉県、八王子市、新潟県、愛知県、京都府、南大阪、和歌山県、島根県、岡山県、広島県、山口県、佐賀県、大分県、沖縄県
（※）うち2013年度新規：愛知県　佐賀県
＜CANPANサイト活用団体・企業・サービス＞　9団体・企業
Yahoo!ボランティア　オンパク、チャリティプラットフォーム、ソーシャルデザインファンド、日本財団ママプロジェクト、日本財団預保納付金プロジェクト、公園復興応援サイト、Yahoo!Links For Good、チャットワーク
（※）うち2013年度新規：Yahoo!Links For Good、チャットワーク

NPOへのノウハウ提供の場として、各種イベントの開催や、全国各地のNPOセンターや自治体等が主催するセミナーに対してセミナー講師として協力を行い、CANPANが持っているノウハウやネットワークの提供を行った。

	
	2012年度
	2013年度
	増減（％）

	セミナー講師　回数
	80回
	53回
	34％減

	　　　　　　　参加者数
	1,872名
	1,320名
	29％減

	主催セミナー　回数
	18回
	33回
	83％増

	　　　　　　　参加者数
	1,970名
	1,217名
	38％減


b.公益組織（学会）の基盤支援に関する実証的な調査研究事業
本事業は2012年度で受託契約が満了している。しかし、引継ぎ資料の作成やデータ整理など一部の業務が2013年度に持ち越され、2013年6月末までに全ての業務を終了させることができた。この終了に伴い、これまで各学会より弊センターが受託していた業務は、各学会が選択した次の委託先へ移行された。移行後は学会からの問合せやトラブルもなく、無事に本事業を終息することができた。
事業開始以来5年間で得られた成果は以下の通りである。
1 事業開始5年で、日本最大級（39学会）の学会支援事業者となり、中小規模の学会に事務委託の選択肢を提供した。
2 本事業により、他の学会支援事業者が刺激され、日本における学会支援サービス全体のレベルの引き上げに成功（支援内容の充実、サービス料金の引き下げ）した。
3 日本最大の学会支援事業者である国際文献社において、幣センターが開発した会計事務支援の方法が採用され、事務の効率化が図られたことで事務委託料の引き下げにつながった。
c. NPOの資金的な基盤整備に関する実証的な調査研究事業
オンライン寄付決済システムの運用については総計145団体が利用し、寄付金額195,130,820円を流通させることができた。
なお、現在使用しているシステムは2008年度に市販の物販用システムをベースにオンライン寄付決済システムとして改良したものである。団体数及びアクセス数の増加を考慮すると現システムは限界に近づいている。そこで現在、新オンライン決済システムを構築中であり、2014年6月初旬に稼働を予定している。

	
	2012年度
	2013年度
	増減（％）

	契約団体数
	125団体
	145団体
	16％増

	流通金額
	133,934,353円
	195,130,820円
	46％増

	寄付件数
	28,258件
	41,679件
	48％増


＜口蹄疫被害支援・CANPAN子ども学び応援基金＞

2010年4月に宮崎県を中心に広がった口蹄疫被害を受けた世帯の子どもたちを支援するため、「口蹄疫被害支援・CANPAN子ども学び応援基金」を設立し、総額1,679,143円の寄付金が集まった。その後、奨学金の申請を募るが応募が少なく2010年度420,840円／2011年度230,853円を給付、基金の大半（1,027,450円）が未使用となっていた。2012年度中は基金に動きはなく、2013年度に入り基金の活用方法について現地のカウンターパートである（特）宮崎文化本舗と協議を重ね、以下の通りとした。
1 宮崎県で今後災害が発生した場合に、現地ボランティアが子どもの学び等につながる活動を実施するための資金として活用する。

2 宮崎県でこどもたちが参加でき、地域社会に貢献することが期待されるイベント等の資金として活用する。
なお、本基金は上記①、②の目的に活用することとし、（特）宮崎文化本舗と基本契約締結の上、同法人へ移譲した。なお、同基金を使用する際は事前に両者の協議により活用内容を決定することとした。
d．企業等との連携に関する調査研究事業
企業や団体、個人など日本の民間セクターによる社会貢献や寄付を促すことで社会課題の解決を目指し、大手および中堅企業と連携したモデルプロジェクトを構築するため、CSR活動に関するヒアリングおよび企画提案を計27社に対して実施した。その結果一部企業では、事業実施直前まで話が進んだが、市場環境の変化や親会社の意向などにより残念ながら連携には至らなかった。
また、日本財団と合同で、大手および中堅企業との連携を模索するために日本財団が提供している企業向けサービスやCSRの取り組みを紹介する会報誌「CSRジャーナル」を年3回、1,761社／回に対して発行した。今回の実施内容の知見を翌年度の事業に活用する予定である。
以上
2013年度　事業報告書
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